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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第８期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第７期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 43,103 273,588

経常損失 (千円) 336,568 1,279,451

四半期(当期)純損失 (千円) 431,648 1,279,454

純資産額 (千円) 2,015,321 2,384,919

総資産額 (千円) 2,269,391 2,587,880

１株当たり純資産額 (円) 28.43 33.65

１株当たり四半期
(当期)純損失金額

(円) 6.09 19.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － －

自己資本比率 (％) 88.8 92.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △260,155 △1,031,582

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,339 △786,821

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △6,316 717,841

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 884,960 1,142,865

従業員数 (人) 112 122

(注)　１.　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２.　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり

　　 当期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、事業の内容の変化はありません。

(注) 　平成20年８月１日開催の取締役会において、合理化とコスト削減に向けた組織再編を行うことを決議しており

ます。その詳細については「第５経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参

照ください。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

(注) 　平成20年８月１日開催の取締役会において、合理化とコスト削減に向けた組織再編を行うことを決議しており

ます。その詳細については「第５経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参

照ください。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 112 (7)

(注) 　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当第１四半期連結会計期間

の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 21 (1)

(注)   従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの業務は業務の性質上、生産として把握することが困難であるため、記載を省略しており

ます。

　

(2) 受注実績

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載はしておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。

金額 (千円)

研究開発収入等 43,103

合計 43,103

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期連結会計期間

金額 (千円) 割合(％)

N.V. Organon 7,918 18.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等に変化はありません。
　     （注）　平成20年７月28日に、当社とEvo Fundとの間で包括株式買取契約を締結いたしました。その詳細につい

　　　　　　 ては、「第５ 経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当社グループは、医薬品開発を行う企業として成長を遂げるため、現在保有する創薬候補物の治験を着

実に進めて行くことを重要な経営課題としています。当第１四半期連結会計期間は、中国で、特発性肺線

維症(IPF）治療薬F647と放射線性肺炎（RP）治療薬F647の第２相臨床試験をそれぞれ進めています。肝

線維症治療薬F351についても第１相臨床試験を実施しています。

　また、前年に続き、遺伝子ネットワーク技術や先端ゲノム技術を利用して、複数の大手製薬企業との共同

研究プロジェクトを実施しています。

　当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高43,103千円となりました。一方、前年同期比で、のれん償却

額は増加したものの、研究開発費の大幅な減少により、営業損失は313,003千円、経常損失は336,568千円

となりましたが、特別損失として事業再編損を計上した結果、四半期純損失は431,648千円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間において、営業活動により減少した資金は260,155千円となりました。主要
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な減少項目は税金等調整前四半期純損失431,022千円であり、主要な増加項目は、事業再編損94,454千円、

のれん償却額39,524千円であります。

投資活動による資金の減少は5,339千円となりました。これは主に、5,426千円の有形固定資産取得のた

めの支出によるものであります。

財務活動による資金の減少は、6,316千円となりました。これは主に長期借入金の返済6,270千円による

ものであります。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比

べ257,904千円減少し884,960千円となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとお

りです。

 

合理化とコスト削減に向けた組織再編

　当社グループの事業モデルは、最初に中国において医薬品候補物の臨床試験と上市に向けた活動を行

い、POC（新薬の臨床上の有効性の検証）を確立した後に日本や欧米に展開するというものです。今後、当

社は主たる創薬候補物F647の平成20年度後半での第３相臨床試験入りに向けて、経営資源を臨床試験及

び製造・販売の準備に集中させ、合理化とコスト削減に向けた組織再編を行なう必要があります。

　「合理化とコスト削減に向けた組織再編」についての詳細は「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸

表 注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。

 

F647、F351の中国における治験の進捗

　当社グループの対処すべき課題の一つである「F647、F351の中国における治験の進捗」に関して、F647

（肺線維症治療薬）の第２相臨床試験を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間において、F647の

２つの適応症のうちの１つである、特発性肺線維症（IPF）の病勢進行抑制に有効であるという結果を得

ることができました。また、F351（肝線維症治療薬）も、第１相臨床試験が進んでおります。引き続き、こ

れらの創薬候補物の治験を着実に進めて行くことが、当社グループが事業を発展させて行く上で重要と

考えており、取り組みを進めてまいります。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は88,183千円であります。

  また、当第１四半期連結会計期間における研究開発活動の状況の重要な変更は、次のとおりでありま

す。

　

（臨床開発）

　当社グループは、中国において、F647（肺線維症治療薬）の第２相臨床試験を行っておりますが、当第１

四半期連結会計期間において、F647の２つの適応症のうちの１つである、特発性肺線維症（IPF）の病勢

進行抑制に有効であるという結果を得ることができました。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

(注) 　平成20年８月１日開催の取締役会において、合理化とコスト削減に向けた組織再編を行うことを決議しており

ます。その詳細については「第５経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参

照ください。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 243,527,000

計 243,527,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 70,881,83170,881,831
東京証券取引所
（マザース）

―

計 70,881,83170,881,831― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

平成15年６月19日臨時株主総会決議および平成15年６月19日取締役会決議（第１回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　500 （注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4.732

新株予約権の行使期間
自　平成17年６月20日
至　平成24年３月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　4.732
資本組入額　2.366

新株予約権の行使の条件
 

（注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。   

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社、当社の　

　　　　　　子会社または当社の関係会社（Gene Networks,Inc.を含む。）の取締役または従業員の地位にあることを　

　　　　　　要するものとする。但し、当該地位を失った後も３ヶ月（身体または精神の障害により当該地位を失った　

　　　　　　場合には１年間）に限り、当該地位を失った時点で下記④により権利行使可能となっている新株予約権を

　　　　　　行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点における権利行使可能数（以

　　　　　　下に定義する）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができる。「権利行使可能数」と

　　　　　　は、平成14年３月１日の１年後の応答日の翌日において、割当を受けた新株予約権の４分の１に相当する

　　　　　　数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予

　　　　　　約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、(i)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承

　　　　　　認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につ

　　　　　　き株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を継承

　　　　　　するときを除く）、(ii)当社の全てもしくは実質的に全ての資産が売却されるとき、または(iii)当社の総

　　　　　　株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予

　　　　　　約権者に通知し、新株予約権者新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた新株予約権のうち未

　　　　　　行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成16年６月29日取締役会決議（第５回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　　561（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 561,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 55

新株予約権の行使期間

           ①優遇税制適用の場合
自　平成18年７月１日
至　平成26年６月29日

 
          ②優遇税制適用外の場合

自　平成17年７月１日
至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　55
資本組入額　27.5

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　　　①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた　

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

　　　　　　結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成16年７月12日取締役会決議（第５回新株予約権プランB）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　20（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 55

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日
至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　55
　資本組入額　27.5

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　　　①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株　

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成16年12月６日取締役会決議（第５回新株予約権プランC）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個）  5（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 55

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日
至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　55
資本組入額　27.5

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　　  ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成17年１月18日取締役会決議（第５回新株予約権プランD）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　 100（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 55

新株予約権の行使期間
自 平成17年７月１日
至 平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　55
資本組入額　27.5

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株　　

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成17年４月15日取締役会決議（第５回新株予約権プランE）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　15（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 65

新株予約権の行使期間
自　平成19年４月16日
至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　65
資本組入額　32.5

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成17年６月13日取締役会決議（第５回新株予約権プランF）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　 493（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 493,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 110

新株予約権の行使期間

           ①優遇税制適用の場合
自　平成19年６月28日
至　平成26年６月29日

 
           ②優遇税制適用外の場合

自　平成18年６月28日
至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　110
資本組入額　55

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成17年７月28日取締役会決議（第６回新株予約権プランA）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　　 2,000（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 110

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月29日
至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　110
資本組入額　 55

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成17年10月20日取締役会決議（第６回新株予約権プランB）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　　120（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 120,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 110

新株予約権の行使期間

             ①優遇税制適用の場合
　自　平成19年10月21日
至　平成27年６月30日

 
             ②優遇税制適用外の場合

　自　平成18年10月21日
至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　110
資本組入額　 55

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成17年11月21日取締役会決議（第６回新株予約権プランC）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　108 （注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 110

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月22日
至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　110
資本組入額　 55

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成18年１月20日取締役会決議（第６回新株予約権プランD）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　 664（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 664,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間

            ①優遇税制適用の場合
自　平成20年１月21日
至　平成27年６月30日

 
            ②優遇税制適用外の場合

自　平成19年１月21日
至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成18年４月19日取締役会決議（第６回新株予約権プランE）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　286 （注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 286,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間

            ①優遇税制適用の場合
自　平成20年４月20日
至　平成27年６月30日

 
            ②優遇税制適用外の場合

自　平成19年４月20日
至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件
 

（注）２
 

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。 

　　　    ①１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　②(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、もしくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社ま

　　　　　　たは当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしくは実質的

　　　　　　に全ての資産が売却されるとき、または(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得す

　　　　　　るときには、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　③その他の権利の行使の条件は、新株予約権発行の株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年６月20日取締役会決議（第７回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 20（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月21日
至　平成28年６月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
　資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件
 

（注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

      ２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取引

　　　　　　先、コンサルタント等の当社協力先の地位（以下「行使資格」という。）にあることを要し、その行使資

　　　　　　格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。当社の取締役会が、新株予約権者との契約

　　　　　　又は継続的取引関係の終了その他当社と新株予約権者との関係の変化により新株予約権の行使を認めるこ

　　　　　　とが不適切であると認め、新株予約権の行使を認めない旨を決議し、当会社が新株予約権者に対し当該決

　　　　　　議の通知を発したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間

　　　　　　（身体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で　

　　　　　　下記④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな　　

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年 6月１日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後　　

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第8回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　55（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 55,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
　資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年7月3日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）にお

　　　　　　いて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来

　　　　　　するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、

　　　　　　(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社又

　　　　　　は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質的に

　　　　　　全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得する

　　　　　　ときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日

　　　　　　間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ　

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第9回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　35（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 35,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」という。）

　　　　　にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その地位を喪

　　　　　失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身体又は精神

　　　　　上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記④により権利

　　　　　行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能となっ

　　　　　ている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点におけ

　　　　　る権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができる。

　　　　　「権利行使可能数」とは、平成18年7月27日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）におい

　　　　　て、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来する

　　　　　ごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、(ⅰ)当

　　　　　社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社となる株式交換契

　　　　　約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社又は当社の完

　　　　　全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質的に全ての資産が

　　　　　売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得するときには、上記

　　　　　にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日間、割当を受けた

　　　　　新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第10回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個）  8（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年7月18日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続　

　　　　　　会社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実

　　　　　　質的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取　

　　　　　　得するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領

　　　　　　後15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤ その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるとこ

　　　　　　ろによる。
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　平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第11回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　35（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 35,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年8月1日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）にお

　　　　　　いて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来

　　　　　　するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、

　　　　　　(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社又

　　　　　　は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質的に

　　　　　　全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得する

　　　　　　ときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日

　　　　　　間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第12回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個）  5（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
　資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年1月16日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。

EDINET提出書類

株式会社ジーエヌアイ(E05712)

四半期報告書

25/53



　平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第14回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 5 （注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
　資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年3月13日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第15回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個）  4（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年3月16日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ　　

　　　　　　による。
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　平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第16回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個）  5（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年5月15日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第17回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 10（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成19年8月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取引

　　　　　　先、コンサルタント等の当社協力先の地位（以下「行使資格」という。）にあることを要し、その行使資

　　　　　　格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。当社の取締役会が、新株予約権者との契約

　　　　　　又は継続的取引関係の終了その他当社と新株予約権者との関係の変化により新株予約権の行使を認めるこ

　　　　　　とが不適切であると認め、新株予約権の行使を認めない旨を決議し、当会社が新株予約権者に対し当該決

　　　　　　議の通知を発したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間

　　　　　　（身体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で

　　　　　　下記④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお　　

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年8月1日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）にお

　　　　　　いて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来

　　　　　　するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、

　　　　　　(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社又

　　　　　　は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質的に

　　　　　　全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得する

　　　　　　ときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日

　　　　　　間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。

EDINET提出書類

株式会社ジーエヌアイ(E05712)

四半期報告書

29/53



平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年9月19日取締役会決議（第18回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個）  5（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
自　平成20年9月20日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年8月28日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年11月16日取締役会決議（第19回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　50（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140

新株予約権の行使期間
 自　平成20年11月17日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　140
資本組入額　 70

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお　

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成18年10月21日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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　平成18年６月20日定時株主総会決議および平成19年3月13日取締役会決議（第20回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　44（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 44,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220

新株予約権の行使期間
自　平成21年3月14日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　220
資本組入額　110

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい　

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成19年1月22日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成19年4月13日取締役会決議（第21回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　58（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数
－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 58,000
 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220

新株予約権の行使期間
自　平成21年4月14日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　220
資本組入額　110

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな　　　

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成19年4月1日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）にお

　　　　　　いて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来

　　　　　　するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、

　　　　　　(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社又

　　　　　　は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質的に

　　　　　　全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得する

　　　　　　ときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日

　　　　　　間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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　平成18年６月20日定時株主総会決議および平成19年5月14日取締役会決議（第22回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　18（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数
－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220

新株予約権の行使期間
自　平成21年5月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　220
資本組入額　 110

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の従業

　　　　　　員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位（以下「行使資格」とい

　　　　　　う。）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。その

　　　　　　地位を喪失したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も３ヶ月間（身

　　　　　　体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で下記

　　　　　　④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成19年5月1日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）にお

　　　　　　いて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到来

　　　　　　するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただし、

　　　　　　(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社となる株

　　　　　　式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会社又

　　　　　　は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質的に

　　　　　　全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得する

　　　　　　ときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後15日

　　　　　　間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ　

　　　　　　による。
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成19年5月14日取締役会決議（第23回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 　27（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数
－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 27,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220

新株予約権の行使期間
自　平成20年5月15日
至　平成28年6月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　220
資本組入額　 110

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

該当事項なし。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株であります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下の通りです。

　　　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取引

　　　　　　先、コンサルタント等の当社協力先の地位（以下「行使資格」という。）にあることを要し、その行使資

　　　　　　格を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。当社の取締役会が、新株予約権者との契約

　　　　　　又は継続的取引関係の終了その他当社と新株予約権者との関係の変化により新株予約権の行使を認めるこ

　　　　　　とが不適切であると認め、新株予約権の行使を認めない旨を決議し、当会社が新株予約権者に対し当該決

　　　　　　議の通知を発したときに行使資格を喪失したものとみなす。但し、当該行使資格を失った後も3ヶ月間

　　　　　　（身体又は精神上の障害により当該地位を失った場合には１年間）に限り、当該行使資格を失った時点で

　　　　　　下記④により権利行使可能となっている新株予約権を行使することができる。

　　　　　②新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、死亡した時点で下記④により権利行使可能とな

　　　　　　っている新株予約権を、相続人が行使することができる。

　　　　　③１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　　　　　④行使期間を条件として、新株予約権者は、既に行使した新株予約権の個数の累計が、それぞれの時点にお

　　　　　　ける権利行使可能数（以下に定義する。）を超えない限りにおいて、新株予約権を行使することができ

　　　　　　る。「権利行使可能数」とは、平成19年5月1日の１年後の応当日の翌日（以下「起算日」という。）に

　　　　　　おいて、割当を受けた新株予約権の4分の1に相当する数とし、以後これに、毎月、起算日と同一の日が到

　　　　　　来するごとに、その翌日において割当を受けた新株予約権の48分の１に相当する数が加算される。ただ

　　　　　　し、(ⅰ)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、若しくは当社が完全子会社とな

　　　　　　る株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（ただし、存続会

　　　　　　社又は当社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承継するときを除く）、(ⅱ)当社の全て若しくは実質

　　　　　　的に全ての資産が売却されるとき、又は(ⅲ)当社の総株主の議決権の50%に相当する株式を第三者が取得

　　　　　　するときには、上記にかかわらず、当社はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権者は当該通知受領後

　　　　　　15日間、割当を受けた新株予約権のうち未行使のものすべてを行使することができる。

　　　　　⑤その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところ

　　　　　　による。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（千
株)

発行済株式総
数残高（千
株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年６月30日 － 70,881 － 2,821 － 2,781

　

(5) 【大株主の状況】

    当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
　（注）当第１四半期会計期間において、佐保井久理須氏から平成20年５月９日付けで関東財務局長に提出された大

量保有報告書により、平成20年４月18日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％)

佐保井　久理須 福岡県福岡市 2,687,600 3.79

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで
きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。
 

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式  70,868,000 70,868 （注）1

単元未満株式数　　　　　（注）３ 普通株式　　　13,831　 － －

発行済株式総数 70,881,831 － －

総株主の議決権 － 70,868 －

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が21,000株（議決権の数21

　　　　　個）含まれております。

　　　３．自己株式400株は「単元未満株式数」に含まれております。

　

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 53 62 59

最低(円) 42 46 39

(注)　株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

(1) 新任役員

      該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長兼ＣＥＯ 代表取締役兼ＣＥＯ イン・ルオ 平成20年８月１日

代表取締役 代表取締役社長兼ＣＦＯ 鈴木　勘一郎 平成20年８月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビュー

を受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社ジーエヌアイ(E05712)

四半期報告書

38/53



１【四半期連結財務諸表】
  (1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,131,445 1,385,405

売掛金 81,579 93,290

たな卸資産 ※1
 114,161

※1
 113,261

その他 79,787 66,942

貸倒引当金 △2,877 △2,917

流動資産合計 1,404,096 1,655,983

固定資産

有形固定資産

建物附属設備（純額） 9,175 15,144

機械及び装置（純額） 84,354 77,463

工具、器具及び備品（純額） 26,873 30,947

有形固定資産合計 ※2
 120,404

※2
 123,555

無形固定資産

のれん 478,250 517,774

ソフトウエア 17,467 41,856

その他 118 124

無形固定資産合計 495,836 559,755

投資その他の資産

出資金 145,690 145,690

長期前払費用 76,007 74,922

その他 27,355 27,973

投資その他の資産合計 249,053 248,586

固定資産合計 865,294 931,897

資産合計 2,269,391 2,587,880

負債の部

流動負債

買掛金 24,562 33,557

1年内返済予定の長期借入金 25,080 25,080

未払金 74,922 38,518

未払費用 23,507 15,428

賞与引当金 7,902 3,615

未払法人税等 4,812 9,476

リース資産減損勘定 15,358 －

その他 33,023 35,804

流動負債合計 209,169 161,481

固定負債

長期借入金 35,210 41,480

長期リース資産減損勘定 9,690 －
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債合計 44,900 41,480

負債合計 254,069 202,961

純資産の部

株主資本

資本金 2,821,608 2,821,608

資本剰余金 2,781,608 2,781,608

利益剰余金 △3,620,059 △3,188,411

自己株式 △82 △36

株主資本合計 1,983,074 2,414,768

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 32,247 △29,849

評価・換算差額等合計 32,247 △29,849

純資産合計 2,015,321 2,384,919

負債純資産合計 2,269,391 2,587,880
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 43,103

売上原価 43,459

売上総損失（△） △356

販売費及び一般管理費 ※1
 312,647

営業損失（△） △313,003

営業外収益

受取利息 1,018

その他 602

営業外収益合計 1,621

営業外費用

支払利息 632

為替差損 22,272

その他 2,281

営業外費用合計 25,185

経常損失（△） △336,568

特別損失

事業再編損 ※2
 94,454

特別損失合計 94,454

税金等調整前四半期純損失（△） △431,022

法人税、住民税及び事業税 625

法人税等合計 625

四半期純損失（△） △431,648
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   (3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △431,022

減価償却費 14,303

のれん償却額 39,524

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,812

受取利息 △1,018

支払利息 632

為替差損益（△は益） 14,255

事業再編損失 94,454

売上債権の増減額（△は増加） 19,505

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,726

仕入債務の増減額（△は減少） △11,463

その他の流動資産の増減額（△は増加） △20,155

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,295

その他 14,731

小計 △258,009

利息の受取額 877

利息の支払額 △622

法人税等の支払額 △2,401

営業活動によるキャッシュ・フロー △260,155

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,426

無形固定資産の取得による支出 △538

その他 625

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,339

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △6,270

自己株式の取得による支出 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,316

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,906

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △257,904

現金及び現金同等物の期首残高 1,142,865

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 884,960
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18

年７月５日　企業会計基準第９号）が適用されたこ

とに伴い、当社において、評価基準を、先入先出法に

よる原価法から先入先出法による原価法（収益性

の低下による簿価の切下げの方法）に変更してお

ります。この変更に伴う損益に与える影響はありま

せん。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作

成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日

　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。この変更に伴う損益に与

える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 商品及び製品 72,492千円

仕掛品 14,188千円

原材料及び貯蔵品 27,480千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 181,281千円

※１ 商品及び製品 72,683千円

仕掛品 11,577千円

原材料及び貯蔵品 29,000千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 161,214千円
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(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

賞与引当金繰入額 7,625千円

研究開発費 88,183千円

 
 ※２  事業再編損の主な内訳

たな卸資産評価損 3,290千円

割増退職金 20,000千円

減損損失 51,064千円

 
 　３　減損損失

　　　当社は、当第１四半期連結累計期間において、事業再

編により遊休化する以下の固定資産について減損

損失を計上し、事業再編損に含めて表示しておりま

す。

　　(1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類 金額

福岡 遊休資産 建物附属設備 2,764千円

工具、器具及び備品 2,510千円

リース資産 1,265千円

東京 遊休資産 ソフトウェア 20,741千円

リース資産 23,783千円

 
　　   (2) 資産のグルーピングの方法

　　　原則として事業の種類別セグメント単位（単一）

とし、遊休資産について個別物件単位でグルーピ

ングしております。

 

　　(3) 減損損失の認識に至った経緯

　　　平成20年８月１日開催の取締役会において、当社グ

ループの組織再編に関する方針を決議したことに

より、創薬解析センターの閉鎖と東京本社部門の

縮小を予定しており、それに伴い遊休化する固定

資産に対し、減損損失を計上いたしました。

 

　　(4) 回収可能額の算定方法

　　　上記資産については、回収可能性が認められないた

め帳簿価額を全額減額し、当該減少額を減損損失

として計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,131,445千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△246,485千円

現金及び現金同等物 884,960千円

　

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 70,881,831

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,400

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数（株）
当第１四半期

連結会計期間末残高
（百万円）

提出会社 普通株式 5,256,000 －

連結子会社 － － －

合計 5,256,000 －

（注）目的となる株式の数のうち、新株予約権を行使することができる期間の初日が到来していない
　　　ものが、327,000株あります。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　　　　該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５ 株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第１四半期連結会計（累計）期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて処理を行っており、当四半期連結会計期間におけるリー

ス取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められます。

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び四半期末残高相当額

取得価額

相当額

（千円）

減価償却累計

額相当額

（千円）

減損損失

累計額相当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

工具、器具
及び備品

86,204 46,490 17,28022,433

ソフトウェア 13,235 6,254 4,609 2,372

合計 99,440 52,744 21,88924,805

 

②未経過リース料四半期末残高相当額

　　未経過リース料四半期末残高相当額

１年以内 19,405千円

１年超 6,910千円

合計 26,316千円

 

リース資産減損勘定四半期末残高 23,246千円

（注）上記リース資産減損勘定四半期末残高の他に、注記省略取引に係

るリース資産減損勘定四半期末残高1,802千円を計上しておりま

す。

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

　支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 9,413千円

リース資産減損勘定の取崩額 ─

減価償却費相当額 8,286千円

支払利息相当額 1,273千円

減損損失 21,889千円

（注）上記減損損失の他に、注記省略取引に係る減損損失1,674千円を計

上しております。

 

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法によってお

ります。

 

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、当期への配分方法については、利息法によっております。

 

　

EDINET提出書類

株式会社ジーエヌアイ(E05712)

四半期報告書

46/53



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　当社及び連結子会社は、創薬事業会社として、同一セグメントに属する事業を行っており、当該事業以外

に事業の種類がないため該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

日本
(千円)

中国
(千円)

米国
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

968 42,134 ─ 43,103 ─ 43,103

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 723 2,750 3,474 (3,474) ─

計 968 42,858 2,750 46,577(3,474)43,103

営業利益
又は営業損失(△)

△186,400△129,663 47 △316,0153,011△313,003

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 中国

(2) 米国

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

中国 東南アジア 米国 欧州 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 26,9982,8174,1038,29142,212

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 43,103

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

62.7 6.5 9.5 19.2 97.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 中国

(2) 東南アジア・・・シンガポール

(3) 米国

(4) 欧州・・・オランダ、スイスなど

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 28円43銭 １株当たり純資産額 33円65銭

　

２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 ６円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

　損失であるため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 431,648千円

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式に係る四半期純損失(千円) 431,648千円

普通株式の期中平均株式数(株) 70,881,288
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

(1)新株予約権の発行
  平成20年６月24日に開催された第7期定時株主総会における「取締役及び監査役に対するストックオプショ
ンとしての報酬額及びその内容を定める件」の決議にもとづき、平成20年７月22日開催の取締役会において、新
株予約権の発行を決議いたしました。その概要は次のとおりであります。
 
 第24回新株予約権

① 新株予約権の数                          360個 

② 新株予約権のうち自己新株予約権の数         － 

③ 新株予約権の目的となる株式の種類     普通株式 

④ 新株予約権の目的となる株式の数      360,000株 

⑤ 新株予約権の行使時の払込金額             51円

⑥ 新株予約権の行使期間

   平成22年７月23日から平成30年７月22日まで

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

   発行価格51円　資本組入額25.5円 

⑧新株予約権の行使の条件

1.新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取締
　　役、監査役若しくは従業員、当社の子会社若しくは関係会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位　
　　（以下「行使資格」という）にあることを要し、その行使資格を失った場合には、新株予約権を行使す
　　ることはできない。但し、当該行使資格を失った後も3ヶ月間（身体又は精神上の障害により当該行使資
　　格を失った場合には１年間）に限り、新株予約権を行使することができる。但し、任期満了による退
　　任、定年退職その他正当な理由のある場合には、その後も新株予約権を行使することができる。

  2.新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１年間に限り、相続人が新株予約権を行使することができ 

    る。

  3.１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。

　4.その他の権利の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるとこ

　　ろによる。

⑨ 新株予約権の譲渡に関する事項

　 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

⑩ 代用払込みに関する事項

   該当事項なし 

⑪ 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

   該当事項なし
 
 
(2) 第三者割当による包括株式買取契約の締結
 　 当社は、平成20年７月28日に、Evo Fundとの間で、包括株式買取契約を締結いたしました。
 
① 包括株式買取契約書の概要

　1. 対象株式 　　　当社普通株式 
　2. 発行価額の総額 各回、最大125百万円、
　　　　　　　　　　総額　最大1,500百万円 
　3. 発行回数　　　 毎月１回、最大12回 
　　　　　　　　　　※下記7.に記載の制限条項に該当した場合には、その回の発行が停止されるため、
                    発行回数が12回を下回る場合があります。 
　4. 発行株式数 　　各回、発行済株式総数（潜在株式を含む）の4.00%以下 
　　　　　　　　　  ※但し、割当予定先が引受けることにより、発行済株式総数に対する割当予定先の
                    持株比率が３分の１を超える場合は、発行済株式総数の３分の１に達するまでの株
　　　　　　　　　　式数とする。 
　5. 対象期間 　　　平成20年８月１日から平成21年７月31日まで 
　6. 発行価額 　 　 各回の新株発行の発表日（毎月第１営業日）の前日までの10営業日の東京証券取引
                    所における当社普通株式の普通取引の終値平均の90% 
　7. 制限条項 
　　 1) 割当を発表する際には、当社は割当予定先に対してインサイダー情報を保有していないことを
     　 表明すること。 
　　 2) 各回の割当新株式数は発行済株式総数（潜在株式を含む）の4.00%を超えないこと。また、包
　　　　括契約期間中、割当予定先の持株比率は発行済株式総数（潜在株式を含む）の３分の１以上と
　　　　ならないこと。 

 

EDINET提出書類

株式会社ジーエヌアイ(E05712)

四半期報告書

49/53



当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

     3) 包括契約期間中の割当停止条項 
        • 価格参照期間（10営業日）の１日当たりの平均売買金額が１千万円を下回る場合
        • 価格参照期間（10営業日）のうち取引所の定める値幅制限の下限まで株価が下落した（いわ 
          ゆるストップ安）日がある場合 
        • 第2回目以後の発行価額につき、初回発行価額の300%超、又は55%未満となる場合 
　　　  • 第2回目以後の発行価額が直前回の発行価額 の65%未満となる場合 
　　　  ※上記の割当停止条項以外に双方（当社、割当予定先）は、12回のうちそれぞれ２回ずつ発行 
　　　    を中止する権利を有します。 
　　　  ※本プログラムによる資金調達の必要性がなくなった場合、当社の選択により、追加的な費用 
　　　    を負担することなく本プログラムによる第６回目以降の発行を中止することが可能です。 
　8.  割当予定先
　　  Evo Fund
  9.  新株の割当及び発行の決定
    　個別の取締役会決議に基づき決定いたします。 
  10. 発行予定
      第１回の発行決議日は、平成20年８月１日、株式発行日は、平成20年８月18日の予定であります。
 
② 資金使途

   今回調達する資金は、現在取得を検討している Shanghai Hengshan Pharmaceutical Inc (中国法人）の
 　出資持分の取得資金、中国での医薬品開発費、その他の運転資金に充当する予定です。
 
③ 割当予定先の概要 

　1.  名称：Evo Fund
　2.  代表：Director Adrian Brindle 
      住所：Walker house, 87 Mary Street, George Town, Grand Cayman, KYI-9002, Cayman Islands
  3.  事業内容：投資業
 
 

(3) 第三者割当による新株の発行

  当社は、平成20年８月１日開催の当社取締役会において、包括株式買取契約に基づいて、下記のとおり第１回
の第三者割当による新株の発行を決議いたしました。
 
1．新株式発行要領

　(1) 発行新株式数　普通株式 3,187,000株
　(2) 発行価額　１株につき23円
　(3) 発行価額の総額　金 73,301,000円
　(4) 資本組入額　１株につき11.5円
　(5) 募集又は割当方法　第三者割当
　(6) 申込期間　平成20年８月18日
　(7) 払込期日　平成20年８月18日
　(8) 新株券交付日　平成20年８月18日
　(9) 割当先及び割当株式数　Evo Fund　3,187,000株
 
2．資金の使途
　 今回調達する資金は、現在取得を検討している Shangahi Hengshan Pharmaceutical Inc.（中国法人）の
 出資持分の取得資金、中国での医薬品開発費、その他の運転資金に充当する予定です。
 

 
(4) 合理化とコスト削減に向けた組織再編
　当社は、平成20年8月1日開催の取締役会において、下記のとおり合理化とコスト削減に向けた組織再編を行う
ことを決議いたしました。
 
１．その旨及び理由　 
　当社の事業モデルは、最初に中国において医薬品候補物の臨床試験と上市に向けた活動を行い、POC（新薬の臨
床上の有効性の検証）を確立した後に日本や欧米に展開するというものです。今後、当社は主たる創薬候補物
F647の平成20年度後半での第３相臨床試験入りに向けて、経営資源を臨床試験及び製造・販売の準備に集中さ
せる必要があります。そのため、高コストである日本国内での研究施設を閉鎖し、上海の研究開発拠点へ集約い
たします。また、米国子会社であるGNI USA Inc.については、米国でのマーケティング活動という役割を終えた
ため、閉鎖いたします。さらに、東京本社と上海拠点で重複する業務（ITなど）の整理・統合による合理化を推
進いたします。
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当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

2．組織再編の概要 
（1） 創薬解析センター（福岡県福岡市）の閉鎖 
（2） 米国子会社であるGNI USA Inc.（米国カリフォルニア州サンノゼ市）の閉鎖 
（3） 東京本社（東京都千代田区）機能の縮小 

3. 再編する組織の規模（平成20年３月期） 
（1） 研究開発費：242,049千円 

4．当該組織再編の及ぼす重要な影響 
（1） 事業再編損として、当第１四半期連結会計期間において94,454千円を特別損失に計上しております。 
 
　　　　
２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月14日

株式会社ジーエヌアイ

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　市　川　一　郎　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　柴　田　叙　男　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジーエヌアイの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジーエヌアイ及び連結子会社の平成

20年６月30日現在の財務状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、(1)会社は平成20年７月22日開催の取締役会において新株予約権

の発行を決議した。(2)会社は平成20年７月28日にEvo Fundとの間で、包括株式買取契約を締結した。(3)会社

は平成20年８月１日開催の取締役会において第三者割当による新株の発行を決議した。(4)会社は平成20年８

月１日開催の取締役会において合理化とコスト削減に向けた組織再編を行うことを決議した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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